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NY マーケットレポート（2018 年 6 月 20 日） 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY市場概況 ≫ 

 

昨日の NY 外国為替市場では、日米欧豪の中央銀行総裁が出席するポルトガルでのフォーラムで、パウエル FRB 議長が、米

経済は極めて好調、段階的な利上げを継続する根拠は強いと発言したことを受けて、米長期金利が上昇したことに伴いド

ルが堅調な値動きとなった。ドル円が 110.45 円まで上昇したほかクロス円も堅調な値動きとなった。一方、英下院が EU

離脱法案の修正案を否決したことで議会権限が制限されたことが好感され、ポンドは主要通貨に対して堅調な動きとなる

場面もあった。米株式市場では、ナスダックが最高値を更新するなど反発したが、ダウ平均株価は序盤の上昇から下落に

転じ、7 営業日続落となった。 

 

 

主要な米経済指標結果 

 

1Q 経常収支 -1241 億 USD（予想 -1290 億 USD・前回 -1282 億 USD⇒-1161 億 USD） 

 

2018 年 1-3 月期の米経常収支の赤字額は、前期比+6.9％の 1241 億 500 万ドル（約 13 兆 7000 億円） となった。モノの貿易赤

字が増えたことが要因となった。モノの赤字額は+3.8％の 2205 億 1800 万ドルだった。サービス収支の黒字は横ばい、モノとサ

ービスを合わせた赤字額は+5.3％の 1556 億 2600 万ドルになった。経常赤字の GDP に占める比率は 2.5％となり、前期から 0.1

ポイント上昇した。 

 

 
出所：Bloomberg 

 

 

5 月中古住宅販売件数 543 万件（予想 553 万件・前回 546 万件⇒545 万件） 

 

5 月中古住宅販売件数（前月比） -0.4％（予想 1.3％・前回 -2.5％⇒-2.7％） 

 

5 月の米中古住宅販売件数は、市場予想を下回る結果となった。一戸建て住宅は、前月比-0.6％の 481 万件、集合住宅は+1.6％

の 62 万件。成約物件の中間価格は、前年比+4.9％の 26 万 4800 ドル、平均販売価格は+3.1％の 30 万 3500 ドル。地域別では、

北東部が+4.6％、中西部が-2.3％、南部は-0.4％、西部は-0.8％。市場の住宅在庫は、前月比+2.8％の 185 万件、前年比では-6.1％

だった。また、販売に対する在庫率は 4.1 ヵ月となり、前月から増加した。 
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出所：Bloomberg 

 

 

要人発言 

 

黒田日銀総裁 

 

・日本経済は著しく改善した 

・2％の物価目標達成には 3％の賃金増加が必要 

・米中の対立、東アジアのサプライチェーンに影響も 

・インフレ期待が突如上昇する可能性は非常に低い 

 

 

パウエル FRB 議長 

 

・漸進的な利上げを継続する論拠は「強い」 

・雇用市場はさらに強くなり、賃金の伸びを支える 

・一部資産価格は高い水準、過剰なレバレッジ見られず 

・政策金利はなお緩和的、中立まで 100bp ある可能性も 

 

 

ドラギ ECB 総裁 

 

・基調的なインフレで明らかに上昇トレンド見られる 
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ダウ平均株価は7営業日続落 

 

米株式市場は、米中貿易摩擦の激化に対する警戒感が圧迫要因となり、ダウ平均株価は一時 71 ドル安まで下落した。その後は

下げ幅を縮小したものの、42 ドル安で終了し、7 営業日続落となった。一方、ナスダック、S&P500 は反発となり、特にナスダ

ックは最高値を更新した。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILM が作成 

 

 

提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


